
図１ 位置図 （２ 事業概要 ①所在地）

１

大正区鶴町3丁目

緑地整備 ：約6.4ha



【直接利用価値】

・データに基づき対象緑地と競合
緑地の需要関数を作成する。

・需要関数に旅行費用を変数とし
て与え、ゾーン別年代別の消費

者余剰を算出する。
・全ゾーンの消費者余剰を総和し

て、直接利用価値の単年度便益
額を算出する。

【間接利用価値】

・データに基づき対象緑地と競合
緑地の効用関数を作成する。

・対象緑地がある場合と無い場
合の満足度の差から、世帯あた

りの便益額を算出する。
・世帯あたりの便益額に誘致圏

の世帯数を乗じて間接利用価値
の単年度便益額を算出する。

※割引率により換算 ※割引率により換算

対象緑地のデータ整理

競合緑地のデータ整理

競合緑地のデータ整理

合計して単年度便益額を算出

各年度の便益額の現在価値を算出

計測期間の総便益を算出

用地費の算出

施設費の算出

維持管理費の算出

各年度の費用の算出

各年度の費用の現在価値を算出

計測期間の総費用を算出

総便益／総費用＝Ｂ／Ｃ

総便益の算出 総費用の算出
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図２ 費用便益分析の概要 （３ 事業の必要性の視点 ③費用便益分析）

１．費用便益分析の基本的な考え方（大規模公園費用対効果分析マニュ
アル　改訂第4版）

・費用便益分析は、総費用に対する総便益の比率を評価尺度とする。

・費用は、公園整備費と、維持管理費を計測する。

・便益は、本マニュアルでは以下の２つの価値を計測する。

□「直接利用価値」=健康促進やレクリエーションの場や教育の場の提供など直接的に公園
　を利用することによって生ずる価値

□「間接利用価値」=都市の環境や景観の保全、都市災害など間接的に公園を利用すること
　　によって生ずる価値

2.　計測の前提

・「便益計測対象期間」は50年間とし、部分供用がある場合は、供用時期が異なる区域ご
　とに「便益計測対象期間」は設定する。

・計測された費用及び便益の金額は、現在の価値に換算する。このため、割引率（マニュア
　ルでは4%）を用いて換算を行う。

・公園整備による価値の計測手法は、以下の２つの手法による。

□「旅行費用法」：需要推計モデルをもとに、公園までの旅行費用（運賃・時間価値）を利用
　して消費者余剰を推計することで、公園の直接利用価値を計測する。

□「効用関数法」：公園整備を実施した場合としなかった場合の周辺世帯の望ましさ(効用）
　の違いを算出して、公園の間接利用価値を計測する。

3．費用の算定

・公園の整備費は、用地費と施設費とする。

・維持管理費は、大阪市の公園維持管理費の平均単価を用いて算出する。

４．便益の算定
□直接利用の計測方針

・公園整備内容の違いを反映する。

・周辺地域の公園整備状況や地域特性に応じて需要を導出する。

・世代別に需要を導出する。

□上記の方針に基づく需要計測モデルを用い、誘致圏内の利用者の消費者余剰の総和を
　算出し、直接利用価値とする。

□間接利用価値の計測方針

・公園の整備内容の違いの考慮は最小限とする。

・公園の価値は世帯ベースで計測する。

□対象公園からの距離に応じた世帯満足度を推計する効用関数を用いて、周辺世帯の支
　払い医歯学の総和を算出し、間接利用価値を計測する。



3

鶴浜緑地整備事業における費用便益分析結果について

 

対象緑地

5Km 10Km

大阪市全域

３．費用便益分析結果

総便益算定 総費用算定
（百万円）

便益合計
230,600 用地費 施設費 維持管理費

3,962 1,200 849

便益の現在価値

103,039 用地費 施設費 維持管理費

12,850 1,845 564 15,259

費用合計

費用の現在価値

総費用

総便益　／　総費用　=　103,039　／　15,259　=　6.75

×割引率
×割引率

1.評価対象公園データ

種　別 風　致
面　　積　（m2） 64,000
（費用）用地費（百万円） 3,962
（費用）施設費（百万円） 1,200
維持管理費（百万円/年） 5.7（部分供用時）

13.3（全体供用時）

2．競合公園データ

次の３つの条件を満たす公園を競合公園とする。

・平成29年4月時点で供用している臨港緑地

・面積が約１ｈａ以上の臨港緑地

・対象ゾーン内に位置する臨港緑地

注：用地費に関して、取得にかかっ
た費用は発生していないが、緑地
計画が無く売却した場合に得られ
た利益を失ったとして費用対効果
の総費用に計上している。

注：10kmの円を表すと概ね大阪市全域が含まれるため
、誘致圏を大阪市全域と設定しています。



図３ 進捗状況図 （４ 事業の実現見通しの視点 ③事業規模）
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：供用中の地区(平成２９年４月末現在)

：未供用地区

残事業の内容
緑地整備 ：約５．２ha

残事業費：約９．２億円

交通機能ゾーン業務ゾーン 約2.3ha 業務ゾーン 約1.8ha

住宅ゾーン 約1.8ha

住宅ゾーン

大阪府港湾教
育訓練センター

IKEA鶴浜
平成20年8月開業 約4.5ha

東京インテリア家具
平成29年2月開業 約5.0ha

商業ゾーン

鶴浜ｺﾐｭﾆﾃｨ
ｸﾞﾗﾝﾄﾞ約1.4ha

住宅ゾーン
約0.9ha

フジ住宅
平成30年
分譲予定

埋蔵文化財
収蔵倉庫

（もと鶴浜小学校）

市営住宅

緑地ゾーン 約0.9ha

緑地ゾーン 約4.3ha

鶴浜駐車場・
ｸﾞﾗﾝﾄﾞ

約1.2ha供用

魚釣り開放区域
約50m

住宅ゾーン
約0.8ha

埠頭ゾーン
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図４ 進捗率の推移 （４ 事業の実現見通しの視点 ③総事業費）

事業採択時の進捗率（%） H24再評価時の進捗率（%） 実際の進捗率（%）
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